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1 .まえがき

深層混合処理工法は石灰・セメント系の硬化剤を軟弱地盤内に供給して回結した改良杭を造成する工法であり、

昭和U5 0年ごろから実用が開始された最新の地盤改良工法 1)である。この工法は従来の地盤改良工法と比較して

短期間に大きな強度発現が期待できるとともに、話番奇・振動・水質汚濁などの環境問題が少なく、その適用例も

道路盛土のすべり破壊防止、権造物の支持力増加および沈下低減、近接工事の対策工等多岐にわたっており、複

雑かつ多様化する建設工事に対応できる工法として近年その施工量を鳩加させている。

深層混合処理工法には①プロック式、③格子式、③墜式、③ i'ic.式のような改良形式があり、これらのうち①~

③は地中構造物としての設計法が確立されつつある。しかし、④については①~③に比べて改良率が低いことか

ら、未処理土と改良杭からなる複合地盤の沈下特性や静的および動的な水平外力が作用した場合の変形応急:特性

などは不明な点が多し、 O 前者は室内実験的 3)等によって徐々に明確にされつつあるが、後者はまだ不明な点が多

く残されている。

このような問E重点を解明して深賭混合処理工法を将来、より有 mな地重量改良工法とするためには、より多くの

現場デ タを集積する必要がある。本報告はセメントスラリ による深層混合処理工法によって改良された軟弱

地盤上に擬土を施工した際に、上述した設言l上の問題点を解明するために計測管理!を実絡したので、その給来を

まとめたものである。

2 ..地盤特性および工事概要

自. 1 地盤特性

当地区の地盤状況は関 1に示すように新第三中新世に形成された .f1見層群に相当する地質構造が基盤岩とし

大別される。沖積粘性土層はトlO. 1 1 9付近でJ詳厚

¥) I1Z程度と最も厚〈、全体としては「すりはち状」

に縫議している。この粘性土層はそのこと性から上告目

と下部をそれぞれ Ac1層および AC2層とぽ分した。

前者は砂分合有率が低<:有機質土を台、んだ軟弱な粘

性土 ]);lで後者は砂分合有率が高〈粘性土と砂質土の

中間ことと考えられる。両!曹ともに軟弱であり、その

強度は c= 0.1 kgf/r#tと小さく、地盤改良の対象層
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当パイパスは主幹線および側道から構成されるが、当面
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は側道を利用した 2車線の暫定供用とする計画であり、図

一日に当施工区間の代表横断面図を示した。図に示すよう

な高盛土をこのような軟弱地盤に建設することは不可能で

あり、また建設用地の制約、近接した民家に対する騒音振

土質定数の深度分布図 Z動の影響、経済性および工期などの諮条件を考慮して対策

工法を検討した。この結果、化学的に軟弱地盤の強度を増

加させる深層混合処理工法を採用することとした。図に示
。
勾
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すように深層混合改良域の改良幅および改良率は、全体の

完成断面を考慮して決定されているが、第一期工事は初期

投資を少なくするために図 -3に示すように北側のみを施

層際砂祖
慣神

宮

')E

一

]
一
緒
一

工
期
一

期
一
一

二
師
一

第
一
一

!ーー」工した。

また供用開始後の残留沈 下 を 許 容 値 内 (1 0岬)に止め (As) 

単位 (m){Av) 沖君臨火山灰層るために、将来施工される南側の深層混合処恕域と重複し

代表横断面図図 3ない範聞にパックドレーンを打設して庄密を促進した。

直怖に
揮屠置合処理載荷盛土はバイパス関連工事の建設残土処理のために最

も大きな断面となるように図 -3の断面のように決定した。

なお地盤改良仕様を図-4，に示した。

3 .地盤改良設計と問題点

地盤改良仕様図図-4，土構造物の設計に際しては設計法における仮定や複雑な成層状態、

土質特性を単純化しており、設計と実際が異なることは通常のようで

ある。特に深層混合処理工法は実用化されて日も浅い新しい工法であり、その施工実績は十分とは言えず、設計

法に多くの問題点を残している工法である。それゆえ、地盤改良設計とその問題点について述べる。

L 

地盤改良設計法

深層混合処理工法の設計に際して最も問題となる事項は、未処理士に比

3 • 1 

ベて強度が 1- 2オーダー大きい改良杭をコンクリートのような地中構造

物と考えるか、一般の土質材料と考えるかということである。現行の検討

モデルを大別するとプロック式、壁式のように連続して原位置土を改良し

た高改良率の場合には地中構造物として取扱い、杭式のような低改良率の

場合には未処理土との複合地盤として取扱う設計が多いようであり、以下

円弧すべり法概念図

地盤の安定検討は、改良率が ap=3 0弼および也 O弼と低いことから、深層混合処理地盤を改良杭と未処理

土の複合地盤と仮定して円弧すべり法を主体に検討しており、式(1)のように表わせる。

図 5にこの設計法と問題点について概述した。

1)安定検討

(1) Fs= ~(.e， τE 十 .e 2"+.e.τo ) 
月-

rWE 

干:改良域の

R:円弧半径 .e.b.e2，.e$ :円弧の長さ

τ。:原地盤のせん断抵抗

平均せん断抵抗(式 (2)参照)

-70-

ここに、 τE:盛土材のせん断抵抗



方?わて

また改良地盤は複合地盤として考えるので、その平均せん断抵抗 Tは式(2 )のように求める。

す =ap・τp十 (1-ap) "'00ヰ ap・Cp+ (1 -ap)αCo ( 2 ) 

ここに、子:複合地盤の平均せん断抵抗力 ap:改良率 τp:改良杭のせん断抵抗力 Cp:改良杭の粘着カ

τ00 :改良抵の破壊ひずみに相当する原地盤のせん断抵抗力 Co:原地盤の粘着力

α:低減率で現場強度と室内試験で得られる強度との比 (α=O. a) 

2)沈下検討

改良杭の剛性は未処理土と比較して非常に大きいために盛土荷重が改良杭に集中するものと仮定して、サン

σ， I 

β =一一=
σ(n-l) ap十 1

( 3 ) 

σ弓 "Pドコンパクシヨン工法の設計と同様に図-6に示す応力状態を考え、マ改

良杭と未処理土が等ひずみで変形するものとして最終沈下量を算出して 1
H 

上

s 

い る 。 し た が っ て 式 (3 )となる。

8=ji・80=ji・mvO・H・ムP

ここに、 8 :改良地盤の最終洗下量 n 応力分担比 (n= a， /σp ) σ， :原地盤にかかる応力

ap:改良率 σp :改良杭にかかる応力 mvO・原地盤の体積圧縮係数 β:応力低減係数

ム p 増加応力 H:沈下対象層厚 80: L京地盤の最終沈下量

なお時間~沈下曲線はテルツアーギーの→次元圧密の解に従うものとした。

8 ・2 地盤改良工事と問題点

①改良杭の強度

深層混合処理工法では事前に原土を採取し、室内配合試験を実施してセメントスラリ の添加量を把握する

一般に室内配合試験から得られた強度(q ue) と原位置の改良士の強度(q uf )の比は、パラツキを考慮して

最低値をみると、 1/2~2/3 といわれているω 。しかし土性や施工条件は必ずしも一様ではなく、改良地

盤の品質を確保するためには、原位置改良土の強度確認が必要である。特に当地盤のように有機物を含んだ土

については強度発現が小さいことが知られている 5)。

②改良地盤の安定

改良地盤の安定検討における問題点は、 8・1で述べたように改良土を一般の土質材料と考え、改良地盤を単

純平均化された一様な強度を有する複合地盤として、円弧すべりのような簡単な破壊面を想定した検討になっ

ていることである o しかし土圧などの水平外力の伝達機構が不明であり、さらに強度が小さい未処理地盤が水

平カを受けて変形あるいは破壊に至れば、改良地擦が局部的にあるいは全般的に変形することが考えられ、地

盤の安定性を損うことになる。このような大きな水平外力が作用する場合には現時点では不明な点が多く、地

盤の挙動を把握することが必要である。

③改良地盤の沈下

深層混合処理工法によって改良された地盤の沈下は、未処理土の場合と比較して小さくなることはこれまで

得られたデータより明らかであるが、パイパスの供用開始後の維持・管理において残留沈下量を把握すること

は重要な課題であり、その沈下性状を把握する必要があった。サンドコンパクシヨン工法では、実測データか

ら応力分担比を n=l~ã 程度で設計される場合が多い的。しかし剛性が非常に大きい改良杭の場合の応力分

担比は不明であり、これを明確にする必要があった o また時間~沈下関係についても同様であった。

@地盤改良境界都の変形

当工事では図 - 3に示すように深層混合処理工法とパックドレーン工法が併用されており、両者の沈下特性

には大きな相違があることから、改良境界都の変形について問題が残された o すなわち深層混合処理域の沈下
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量と比較してパックドレーン域の洗

下量はかなり大きく、またその沈下

速度も速いために深層混合処理域端

部の改良杭がパックドレーン域の沈

下の進行に伴うネガテイプ 7 リクシ

ヨンの影響を受けて変形することが

懸念された。

図 7 計測計器配置図

単位 (m)

計器名称 記号 番 号

錨車水平変位計 • HV-l.......2 

孔内傾斜計 口 H-l......" 

層別沈下計 • V -1 

沈 下 夜・3 8-1.......28 

治下水位 曲 W-1 

土 E 計 PE -1.....岳

悶

鰐隙水圧計 P.，. -1.....岳

3 • 3 計測管理概要

3.2で述べた設計上の問題点を解明

するためには、現地から計測による情報を得て、設計を修iEするのが妥当であると

考えられ、計器設置やチェックボーリングが計画された。図ー?に計測計著書の設置

平面図を示し、図 -8には計測器の設置断面図を示した。

これらの計器の中で層別沈下計とはワング上

の発磁体(沈下素子)を地中に設置し、これの

位置を感磁センサーによって求めることで沈下

量 を求めようとするものである~孔内傾斜計 +20 8之ー

は 75mmX75mmのステンレス製の角パイ
3.0 Ac， 

プを支持層まで設置し、ローラ 型の傾斜計を -5.8 AC2 

高 120+80
(ランプ上!J) 

挿入して 1mごとの水平変位を測定し、地中の

変位とするものである7)。鉛直水平変位計は、

層別沈下計と孔内傾斜計の機能を併せてもつも

のである 8)。

AiO 

図 8 計器設置断面図

4 .計測および解析結果

4 • 1 改良土の強度について

設計上の必要強度である qu = 7. 5 kg f / cmを現場で確保するための

設計配合率を求めるために室内配合試験を実施し、その結果を図 -9に

示した。室内配合試験による強度と現場でのそれとの比を 2とすると、

図 -9における必要強度は 15kgf/cmとなる。それゆえ Ac1層は 17%

7弼として施工した。図 -1 0は改良杭の 14日および 28日強度を示

すものである。図に示すように吹き上げ士を除いた最小値でも金屑でqud

= 7.5kgf/cmを満足し、また平均値は室内配合試験の強度である 15kgf 

/cmもほぼ満足しているようである。このことから室内配合試験で得ら

れた平均強度と現場との強度の比は、平均値で表わせば約1.0となっむ

ここに吹き上げ土とは改良杭を造成する際に生じる粘土層の残土であゐ

また腐植土層の強度発現は Ac}、 Ac2層に比べて小さい。これは有機

物含有量が 16掃と高く、またpHが 6.8の少し酸性土であることによる

ものであろう。
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図-9 室内配合試験結果
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図-1 0 チェックポーリング結果



生.2 盛土載荷時の変形解析

図-1 1お よ び 図 -1 2に No・12 0 + 8 0とNo・12..1 + 4 0の断面での孔内傾斜計による測定デ タを示

した。図ー 11は粘土層の厚さが

一様であり、盛土荷重はほぼ改良

域の真上に載荷された場合の変形

パターンを示すものであり、改良

+10 

域はいわば支持杭として機能して 却

いる。図中の H-1および H-2

の変形データから深層混合改良域 一10

はほとんど変形しておらず、図中

の破線で示すように粘土層上端付

近でのみ変形しているようである。 -20

A， 
085マ.9.10 (盛土歳荷中} ・8日.1.10 (盛土畿荷後〉

口 85'1. 9.2+ (盛土載荷中〉 圃 8日・ 3022(描土餓荷後)

o 857.10. 8 (塵土較荷中) x s回.9-30(盛土蔵術後)

d. 857.10.22 (盛土畿荷終了) . 858.11. 7 (盛土検荷後)

マ 8肝.11.e (盛土蛾荷桂)

なお昭和 58年 11月 7日のデー

タは 10月 31日に発生したマグ

図 11 水平変位の経時変化 (N0・120+80)

ニチユード 8の地震直後の測定デ タであり、地震 'tP. (叫

による変形はほとんど生じていない。図-1 2は基

盤が傾斜しているために盛土荷重が側方から深層混

合処理域に作用している場合であり、改良域が滑動

に対して抵抗している場合のものである。 密中の H

+10 

-4のデータから改良域は盛土載荷中に全変形量の 10 

+10.6 

l0857 仏10日制
口 857.9.24 (盛土験荷中)

。剖'1.10.田 8(鹿土蛾街中}

d. 857.10.22 (盛土蔵荷終了)

マ 857.11.6 (盛土蔵荷後}・858・1.10(盛土畿荷桂)

圃 858.&22 (盛土蔵術後)

x s開.9-30 (盛土載荷後)

• 858.11. '1 (藤土殺術後}

約 75%変形し、その後はほとんど変形していない。

また上述した地震時においてもほとんど変形してい

ないことがわかる。両図から両者の場合の改良域の 図 12 水平変位の経時変化 (No. 1 2 1十 40 ) 

変形パターンは明らかに異なることがわかる。またパックドレーンと深層

混合改良域の境界付近の改良杭の変形は H-2よりほとんどないことがわ

かる。

これらの変形パタ ンに対して、その水平変位量は非常に小さいけれど

も、盛土の安定管理のために松尾・川村の方法引を適用したのが図 1 3 

である。これは図ー 11の HV-1のデータに基づいて作成されたもので

あり、パックドレ ンの安定について管理したものである。図に示すよう

にPi/Pf土 O.マ程度であり十分安全に施工されたことと判断される。

しかし深層混合改良域の変形が非常に小さく、安定しているようにみえ

0.5 1.0 

d / d 

図 -1 3 松尾・)11村による管理図

ても、改良杭の破壊ひずみは 1%程度であり、粘土層のそれが約 5揮であることを考慮するとかなり小さく、こ

のような水平変位に着目した盛土管理手法では限界のあることが予想される。このため線形弾性モデルによるF.

E.M.計算によって深層混合改良域の安定をチェックすることとした。

深層混合改良杭と未処理土からなる複合地盤の F.E.M.解析を行なう場合には計算モデルの仮定が重要であるが

ここでは次の Zケ→スを考えて計算した。

Ca se 1:改良された領域を均一な線形弾性地盤と仮定する。この場合の改良域の換算弾性係数 (E) は

け E=Ec( 1-ap) + Ei ・apキ Ei・ap (晶)

ζ こに、司Ec:原地盤の弾性係数 Ei:改良杭の弾性係数 ap:改良率

で考えられる。
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C呂se2， :改良された杭をそのまま要素分割して計繁する。ただし環場の杭の配澄は、限--4 ~こ示すように三角

!r;酉己資であるから、計算モデノレにおりる改良杭の喜志遣は、改良芸春から決定 Lた。

表 1は誤算』こ用いた;材料定数を示すものであるつ改良枕の 5単位係数は、 E

ニ(¥) 0-'1 8 0) というデータもあるが].0)ここでは(ら)式を採用した 11)。 言受 l 材料定数

pェ 210・c ( 5 ) 

なお cは現場におけるそj ん断強度であり、&，，1-， 0から 5kqf/cmとした。

じ喜一 16 (a)、(引に N 12，1+全 Oにおける Case 1とCa.se 2における主

応力分布図を;}~した。雨図とも綬大_:_i: j心力の方向が改良杭または改良 i或によっ

て鉛ihl:jf向へ変位しており、深層混合改

良竣のすぐ外側の非改良域の主応力は小

さく、またその方向は露首直方向となって

いる。すなわち盛土荷重によっア発生す

る漏1:圧は、改良杭を通じて篠実』二幕盤

へ伝達されてしることを示している。こ

f]:) E は 3p=40%の場合

0)場合の Case 1と Case 2の最大せん ト ー一一一 岩盤 一一一一一一一一ーベ

I*Ji Jit; JJはそれぞれ 2.9 tf/がおよび 7.0 t f 

/加2 であり比較的小さい。
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図-1 7 (a)および (bHjN 0.1 2 0十 80における同様の図を示すものである。この断固では盛土荷重は改良主義

夜上から裁荷されており、図，， 1(iと同様に最大主応ブJは改良杭によって墓絃に伝播されている。特に改良杭を

要素として計算した Case 2では、改良杭への応力集中が顕著である。士た改良杭問の未処理士にも応力が伝矯

されたように計算値が裕られているが、軍事土荷量を節点に戦術させたために生じたものであろう。したがって盛

ことの間性を考慮したような(すなわち機土を要素として入力する)計算を行なえば盛土隠のア チアクシヨンに

よって未処盟騨への応力伝播も少なくなり、実際の沈下が小さいという現場での挙動とん致するものとなろう。

主た Case 1と Ca当e の場合の最大せん断応力はそれぞれ 4， ¥) tf/知2 と 18.8tf/m"であり、 No・ 21 + 4 0よ

り大きく応力集中が把握される。改良杭の破壊のチェックは安定符五日上重大であるので、このためには Case 2 

が妥当であろう。

雨控訴面の計算結果は改良杭による斜面の破壊防止工としての典型的な二例を与えるものである。これらの解析

結架から、盛土による;地盤の障を壌を深層混合処理枕で ~1j 1とするためには、機土荷重による j応jJ;を改良枕を媒体と

して基盤贈へ伝絡することが必要であることがわかる。 ぞれゆえ設計呼点にこのような簡単なF.E.M.計算仁よっ

て主応力の方|討をチェックしておくことも必要であろう。また適篠な材料定数を用いて最大せん断応力側と杭件:

のチェックポ リン/(によっ '-c等られた品主 fitとの全8':Itを 7丁なうことも PJ台旨となろう。

恥時__3_Cl:lJ_ttζ'Ilf

必120←80 

(Case--l) 
1 OJTo 

一 一 ァ 4，の

¥ ¥ 

(a) 主:応力関

図--1 7 (b) 

関" 1 8に:fLp'J傾斜計で得ゆられた水平変位の深度分布在、示した。@ar:千円

'-12:H-2は o司 l己 0+80で、 H-告は No. 1 1ナ 40の断面で

得られたものである。図からわかるように改良杭のほぼ底上から裁荷され

た場合の日 -1、 H-4では水平変{立は少なく、保 i-: の大きい H" 4，で

tt二大きい。また計算値はオーダー的にはほぼ一致しているようであるが、

仁asε1と Casε2の優位段については明篠ヤない。

生. 庄2詩i設置時の沈下解析

~-l に深繕混合改良域の泌 iご傾向を示した ü !"~に上t'cU 改良域のちt

Fは居室土意義務直後に発生しそれ以後は一定となっている。これは新規の感 凶 1 8 

土によってそれま守裁泌されていた議土のアーずアクシヨンがくずれ、i&i

土材と改良杭が一体イむしたことを示すものと思われる。したがって改良杭の圧密による沈下は、このデータをみ

に
υ

庁

t
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るかぎり発生していないようである。これは以下

のように考えることができる。すなわち奥村叫が

提案したように、圧密降伏応力(Py)が

Py = 1.27 quヰ1.27X 1 Okgf/etR=127 tf/rd 

であり、圧密荷重は最大で 15 tf/rdであることか

ら、この場合の盛土載荷は、非常に過圧密的な複

合地盤への載荷となっていることによるものであ

ろ う。したがって式(3 )で求められる計算沈下

量(8 = 80 Xft = 1. 0 5 X O. 2 = O. 2 m) よりも

かなり小さめとなるようである。

図 2 0にパックドレーン改良域の時間~沈下

曲線を示した。図は層別沈下曲線を示すものであ

り図から地表面沈下は、素子 No・ 3~素子 N o. 2 

の沈下、すなわち Acl膚の沈下のみであることが

わかる。なお盛土荷重は、深層混合処理機のトラ

フイカピリティーを確保するためと、残土処理の

ために計器設置以前より載荷されており、したが

って計測値は全盛土荷重によるものの一部となっ

ている。

5 .結論
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これまでセメントミルクによる深層混合で改良された地盤の挙動とその解析結果について述べてきた。これま

での議論によって得られた結果をまとめると、以下のとおりである。

①室内配合試験から得られた強度と現場で得られる強度の比は、平均値をとれば 1であるが、最小値をとると

1/2となる。

②腐植土層の強度の発現は小さいので、配合試験で留意する必要があろう。なお、当現場の場合の有機物の含

有量は 16揮でIf:lは s.8であった。

③深層混合処理工法での地盤の破壊を防止する方法として No・12 0 + 8 0のように支持杭として機能する場

合と抑止杭として機能する場合があり、両者には著しい変形パターンの違いがあることがわかった。すなわち

前者の場合の改良域の端部での地表面の水平変位はほぼ Oであり、後者の場合は豹 4閣であった。また沈下量

は盛土中に瞬間的に発生し、それ以後はほとんど変形は生じていない。

@深層混合改良域の安定を検討するために、改良杭はかなり弾性的であることから、線形弾性モデノレによるF.

E.M計算を行なった。材料定数p決定方法に課題は残るが、定性的な改良域の安定を検討するのには十分であ

ろう。この計算によって得られた結論は以下のごとくである。改良杭と未処理士層とからなる複合地盤をモデ

ル化する場合には、均一な弾性地盤と考える場合と、改良杭をそのまま要素と考える場合がある。改良域の変

形を考える場合にはどちらも優位差はないが、杭への応力集中を検討する場合には後者の方がよい。また盛土

荷重を等価宣告点力で考えるよりも盛土を要素として考えた方が、盛土材のア チアクシヨンを考慮できるので

妥当であろう。

⑤改良杭の圧密沈下量は原地盤の沈下量に沈下低減率を東iじて求めるが、このようにして求めた計算沈下量と

実測値は一致しなかった。

⑨改良域の沈下による改良杭の変形は現在のところほとんど発生していない。
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①マグニチュ ド8の地震に対しては、現在のとこち安定であった。

6 .あとがき

セメントによる深層混合処理工法は、セメントミルクによるものと土中水をセメントの固化反応に利用するセ

メント紛体によるものとに大別される。本稿は前者の例を報告した。しかし近年紛体による噴射擾搾工法1埠14lの

実績も増加しており、これらの工法に関する長期安定性や地震時の安定性を今後解明していく必要がある。当現

場で得られたデ タが、同様の地盤改良工事の設計や施工に役立てば幸いである。
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